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     研究所だより 楠 野　晋 一

　最近、 協同総合研究所には各地からお送
りいただいたさつまいもやかぼちゃ、柿と
いった秋の実りがあり、秋を光文社ビル６
階にも届けてくれます。
　総研では、再生可能エネルギーの研究と
ともに９月から社会福祉推進事業「社会的
事業体が取り組む就労支援準備事業から持
続性のある中間的就労創出に向けた制度支
援に関する調査研究」が始まっています。
　本研究は、１）コミュニティ形成に資す
る社会的就労、中間的就労とその受け皿と
なる事業体が持続性、２）2015年度に制度
化が予定されている生活困窮者支援事業に
むけた政策提言を目的としています。
　調査検討委員会は、大阪市立大学の福原
宏幸先生を委員長とし、実践者、研究者、
行政職員が委員としてご参加いただいてお
ります。半年という短い研究期間ではあり
ますが、実践的に自治体と協働モデル調査
を行っていくことになっています。
　第1回目の調査検討委員会では、対象者
を社会的包摂といった概念を含みながら考
えていく必要があること、どのような機関
が連携して地域課題を発見していくような
制度的な仕組みを創るのか、中間的就労と
いわれている出口が地域の中小企業や産業
構造と繋がったものとしていくのかかが中
心的な論点となりました。
　10月５日には、「自立・就労支援 社会化
推進フォーラム（労協連主催）」が開催され、
消費者庁次長の山崎史郎さんや、京丹後市

長の中山泰さん、文化協同ネットワークの
佐藤洋作さん、生活クラブ風の村の平田智
子さんなど広く活躍されている方に参加い
ただきました。新たな制度についての課題、
自立や就労の実践的な発言が会場を熱気に
つつみました。
　フォーラムを契機に本研究事業も動きは
じめ、仙台、京丹後、豊岡などの各地へ調
査のお願いに行くことを通して、現地の状
況を教えていただく機会となりました。
　とくに、京丹後市へお邪魔した時に担当
の方から、人口が６万弱の自治体ではあるが、
自殺問題からはじまり、その対応をしていく
なかで高齢者、障がい者などの地域課題に
自治体として取り組むことになった契機から
はじまったことを話していただきました。
　さらに、福祉と労働をつなぐための地域
においてなかなか受け入れ企業数自体が少
なく、独自に働く場所づくりに取り組んで
いきたいとのことでした。そのために、国
営農場を活用していきたいとの意気込みを
聞く事ができました。
　このように、研究事業では、地域の資源
でもある第一次産業の担い手不足に対し
て、地域の人々があらためて担い手として
地域産業と繋がっていくことに一つの可能
性をみる方向性を考えています。都市での
自立支援の問題も大きな課題としてありま
すが、こうした考え方が農山村漁村地域の
ひとつの地域づくりへとつながるような研
究を進めていきたいと考えています。


	252号_104_研究所だより



